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貧困問題解決への強い意思を示した新指導部

やま だ のり ひこ

山 田 紀 彦

概 況

２００６年は政治の年であった。３月に行われたラオス人民革命党第８回代表者大

会（以下第８回党大会）で党新指導部が選出された。４月に実施された第６期国会

議員選挙を受けて，６月の第１回国会では政府閣僚や組織の再編が行われた。経

済では，GDP成長率が７．５％と目標を達成し，外国投資も鉱業分野で順調に推移

した。１２月にはメコン第２友好橋が開通し，その経済効果が期待されている。外

交は，ベトナムとの「特別な関係」を強化する一方で，対中国関係の一層の深まり

が注目される。

国 内 政 治

第８回党大会人事

３月１８日から２１日までの４日間，全国の党員１４万８５９０人を代表する４９８人（女性

５３人）が参加し，第８回党大会が開催された。今大会では長年の課題であった指

導部の世代交代が行われ，１９９２年から党議長を務めてきたカムタイ・シーパン

ドーンが引退し，チュームマリー・サイニャソーン国家副主席（役職は選出時，

以下同じ）が書記長に就任した。１９９１年の第５回党大会で廃止された書記局が復

活したのに伴って，今期から党議長が書記長に改称された。書記局はもともと党

書記長を補佐し，党の日常業務を統轄する機関であった。今回の復活は，チュー

ムマリー新書記長の補佐を目的とし，以前と同様に党の日常業務を統轄する。

チュームマリー書記長は７０歳であり，長年カムタイ前議長の右腕として従事し，

近年は政治局常任として党の日常業務を統轄してきた。つまり書記長への就任は

既定路線である。カムタイは，ヌーハック・プームサワン党中央執行委員会顧問

とともに，政治の第一線から退くことになった。革命指導者２人の引退は世代交

代を象徴している。しかし，政治局には同じく革命を率いたサマーン・ウィニャ
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ケート国会議長とシーサワート・ケーオブンパン国家建設戦線議長の２人が留任

した。サマーンは党の政治思想・理論・文化業務を担当し，シーサワートは大衆

組織を統轄する。実質的な国家運営は次世代が行うが，経験豊富な革命指導者の

「指導」も継続することを意味する。

政治局には新たに２人が入局した。ソムサワート・レンサワット外務大臣とパ

ニー・ヤートートゥー国会副議長である。ソムサワートは６１歳と年齢的には中堅

に位置し，約１０年以上も政治局入りが噂され，今回念願の政治局入りとなった。

パニーは５５歳と若く，モン族出身の女性である。彼女の政治局入りは，初の女性

政治局員という点の他に，少数民族モン族出身という点で，女性の地位向上や民

族融和を推進する党の意向を象徴している。パニーはラオス銀行総裁も経験

し，２００２年以降は国会副議長としてその実力を認知されている。

新期中央執行委員会は，１９人が新たに選出され全部で５５人となった。しかし，

大幅な入れ替えは決して若返りを意味しない。平均年齢は前期より１歳高く５７歳

となった。また，１９７５年以前からの革命参加者は前期の４５人に対し，今期は４８人

である。ただ，学歴は修士修了以上の者が１８人と前期の５人より大幅に増加した。

革命への貢献だけでなく，専門性も考慮されたのである。中央執行委員会の専門

性は徐々に高まっている。

第８回党大会政治報告

政治報告には，経済開発を進め工業化と近代化を達成し，貧困問題を解決する

ことへの党の強い意思が示された。

まず，政治報告からは，経済発展段階に対する党の認識が変化したことを看取

できる。前回大会では，「自然経済から商品経済への移行」が強調され，工業化と

近代化については，「工業化と近代化準備のための基礎建設」「工業化と近代化に至

る条件の準備」等，「工業化」と「近代化」が準備段階にあるとの認識であった。今回

は，「工業化と近代化の初期要素を形成する」「工業化と近代化を執行する」等，工

業化と近代化が準備段階から初期の執行段階に入ったとの認識を示している。開

発に本格的に取り組む段階に入ったのである。

そこで党は，「人民の貧困解決を優先業務」とし，「人民の貧困解決は党の職責，

国家の任務と認識している」と，貧困問題の解決に対してこれまで以上の意味づ

けを行った。そして「開発は最優先事項であり，新時代における党と政府の歴史

的任務である」とし，「経済開発を中心とした国家開発」を行うと明記した。つまり，
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経済が新たな発展段階に入ったため，経済開発をさらに推進し，貧困問題を解決

するという強い意思を示したのである。

一方で，「経済開発」や「貧困問題解決」への取り組みには，政治的な意味も込め

られている。政治報告には，「開発の成功が政権党としての地位を確固たるものに

する」と記されている。そして，「我々は，工業化と近代化を開発の優先と見なさ

なければならない。なぜなら，社会主義建設と工業化・近代化は同義だからであ

る」と明記された。つまり，経済開発により工業化と近代化を達成し，貧困問題

を解決することは，社会主義を建設することであり，その成功は，国民の信頼を

醸成し党支配の正当性を高めるという論理である。裏を返せば，貧困が解決でき

なかった場合，イデオロギー的正統性や党支配の妥当性は大きく低下することに

なる。「経済開発」と「貧困解決」は，経済だけでなく政治的にも大きな意味を持っ

ているのである。

もちろん政治報告では政治思想業務も重視され，前回と同様に，「マルクス・

レーニン主義の堅持」や「社会主義目標の堅持」という文言が繰り返された。今回

の特徴は，それらの文言に加えて，今後の党路線執行における基本政策として，

「６つの基本原理を堅持する」と明記されたことである。「６つの基本原理」と

は，１９８９年１０月の第４期人民革命党中央執行委員会第８回総会で定められた政治

思想業務の基本原理である。要約すれば，盧社会主義目標の堅持，盪基本思想と

してのマルクス・レーニン主義，蘯革命任務の決定的要素としての党指導，盻民

主集中制に基づいた民主主義の拡大，眈人民民主独裁勢力の強化，眇愛国主義，

国際労働主義，社会主義の間の協調，となる。これは，１９８０年代後半に経済開放

を進めるなかで，旧ソ連や東欧の民主化に危機感を募らせた指導部が，政治思想

強化のために打ち出した政策である。党は一貫して，経済開発の実現には政治的

安定が重要であり，そのためには，一党支配体制の維持が必要不可欠との認識を

持っている。つまり党にとっては，経済開放と政治思想の強化は表裏一体なので

ある。したがって，「６つの基本原理」への回帰は，党の「経済開発」や「貧困問題解

決」に対する強い意思の裏返しと受け取れる。

第６期国会議員選挙

４月３０日，任期を１年残して第６期国会議員選挙が実施された。トーンサー国

会事務局長によると，選挙前倒しの理由は，国会選挙と第８回党大会の開催時期

を近づけ，国家機構・組織再編と人事異動を適切に行うためである。前回の第５
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期国会議員選挙は，第７回党大会が開

催された約１年後の２００２年２月に実施

されたため，党と政府の人事異動に時

期的なずれが生じた。つまり，今回は，

党と政府の人事異動や組織改革を同時

期に効率的に行おうということである。

今回の選挙は，１７５人（女性４０人）の

候補者から１１５人を全国１７の選挙区で

選出した。党中央執行委員は１０人（内

政治局員４人），女性は２９人，現職議

員は４７人が当選した。議員の最終学歴

は，初等教育修了者が１人となり，中

等教育９人，高等教育修了以上が１０５

人となった。なかでも修士修了以上が

３２人となり，国会の「高学歴化」が進ん

でいる。

第６期第１回国会における新閣僚の

選出

６月８日から１７日まで，第６期第１回国会が開催され，新内閣が選出された

（参考資料滷政府主要人物名簿参照）。国家主席にはチュームマリー党書記長，副

主席にはブンニャン・ウォラチット前首相がそれぞれ選出された。首相には，大

方の予想どおりブアソーン・ブッパーワン副首相が昇格した。ブアソーン首相は

５２歳と若く，キャリアの大半を党内で過ごしてきた「党エリート」である。副首相

は前回と同じ４人であり，ブアソーンの首相昇格に伴ってドゥアンチャイ・ピ

チット国防大臣が副首相兼務となった。また，ソムサワート副首相は，政府の日

常業務を司る政府常任を兼務する。

その他は，専門性や経験を重視した選考となった。例えば，経済通のスリウォ

ン・ダーラーウォン商業大臣が計画・投資委員会委員長に就任し，鉱業分野の博

士号を持つボーサイカム・ウォンダーラーがエネルギー・鉱業大臣に就任した。

また，工業・商業省，教育省，通信・運輸・郵便・建設省，農業省等では，これ

まで副大臣として経験を積んだ人物が昇格している。

２００６年のラオス
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省庁再編も行われ，工業・手工業省と商業省が統合し工業・商業省となり，ま

たエネルギー・鉱業省が新設された。特に後者は，工業・手工業省の局をひとつ

の省に格上げしたもので，急激に発展しているエネルギー・鉱業分野に対して適

切な管理を行うための措置である。そして首相府の一組織として内閣官房が新た

に設置された。これまで政府の官房業務を担ってきた首相府官房は一般事務担当

となり，専門業務は内閣官房に移されることになった。内閣官房が首相府官房と

は別に設置され，一般業務と専門業務を分けたことには，政府中枢機関の専門性

を高める狙いがある。

第６期第２回国会

１２月１１日から２７日までの１７日間，第６期第２回国会が開催された。今国会では，

商業銀行法案，子供の権利と利益保護法案，付加価値税（VAT）法案の３新法と，

改正国家予算法案，改正労働法案，改正裁判手数料法案の３改正案を審議，承認

した。なかでも重要なのは付加価値税法案と改正国家予算法である。付加価値税

法案の最大の目的は，２００８年のASEAN自由貿易地域（AFTA）参加による税収

の減少を補填することである。税率は１０％で，課税対象となるのは年間所得４億
キー
プ 以上の４０００～５０００企業である。政府は，VAT導入による増収を３３００億キー

プ と見

積もっている。国家予算法の改正は，中央と地方の予算権限や役割の明確化とと

もに，中央管理の厳格化による不正支出を防ぎ，十分な歳入を確保することを目

的としている。つまり２つの法案提出は，歳入増と歳出管理という政府が直面す

る課題を如実に物語っているのである。

経 済

２００５／０６年度実績

政府発表によると，２００５／０６年度のGDP成長率は７．５％となり，産業別成長率

は農林業３．０％，工業１５．７％，サービス業６．２％であった。GDPに占める割合は，

それぞれ４３．５％，３０．５％，２６．０％となっている。１人当たりGDPは５８０万キー
プ（約

５５３訐）であった。輸出は６億２９１１万訐と前年度比３８％増となり，インフレ率は年

間平均７．２％と目標の一桁を維持した。政府歳入は４兆３１３０億キー
プ で，初めて国会

が承認した計画（４兆１０００億キー
プ ）を上回った。

２００６／０７年度の目標は，GDP成長率７．５％，１人当たりGDPは６５０万キー
プ（約５９１
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訐），歳入は５兆５３１０億キー
プ（GDPの１４．５８％），歳出は前年度比７．０８％増の７兆９１３０

億キー
プ（GDPの２０．０％）を上限とし，財政赤字は前年度比１３．５１％減の２兆３８２０億キー

プ

（GDPの６．２８％）となっている。

急激な発展を遂げる鉱業セクター

２００６年８月２日付 Vientiane Times によると，鉱業分野への投資企業は７９社（外

国企業４４，国内３５）あり，１３２のプロジェクトが実施されている。そのうち，中国

企業が４０以上のプロジェクトを実施しており（Vientiane Times，２００６年８月２４日），

鉱業の主な担い手となっている。２００５年，鉱物資源の輸出は１億２２０万訐に達

し，２００４年の６７８０万訐から大幅に増加した。特にサワンナケート県セポーンの

金・銅鉱山開発は，採掘権や税金等で政府に１４００万訐の収入をもたらした。２００６

年は最初の６カ月で１０２０万訐の収入である。鉱物資源開発は電力開発と並んで経

済の牽引役となっている。しかし，天然資源に依存してばかりいられない。政府

は，製造業の育成に本格的に取り組む必要がある。

メコン第２友好橋への期待

１２月２０日，メコン第２友好橋開通式がサワンナケート県で開催された。これに

より，ミャンマーからタイ，ラオスを通りベトナムまで陸路でつながる東西経済

回廊がほぼ完成した。橋の経済波及効果を期待して，政府は回廊沿いにサワン・

セノー特別経済区の建設を予定している。１２月１２日，Thai Airport Ground

Service（TAGS）が特区の一部（２７０ヘクタール ）を開発することでラオス政府と合意し，

了解覚書に調印した。出資比率はTAGSが７０％，ラオス政府が３０％である。TAGS

は今後１０年間で約３８００万訐を投資し，商業，娯楽，教育の総合コンプレックスを

建設する。しかし，特区の開発だけで橋の経済効果が高まるわけではない。運輸

や税関にかかる時間や費用の改善，質の良い労働者の提供等，政府が着手しなけ

ればならない課題は山積している。橋の経済効果の波及は，国内のハードとソフ

ト両面の制度整備等，政府の自助努力にかかっている。

対 外 関 係

ベトナムとの「特別な関係」強化

トップレベルの人事交流は，両国で党大会が開催され人事異動が行われたこと
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もあり，新指導部の顔見せの意味も含め例年以上に活発であった。６月，チュー

ムマリー党書記長が書記長・国家主席就任後初の訪問先としてベトナムを訪問し

た。ノン・ドゥック・マイン・ベトナム共産党書記長との会談では，今後も党指

導下で，両国民が社会主義の方針に沿って成功を収めることを確認した。８月末

にはブアソーン首相が訪越した。グエン・タン・ズン・ベトナム首相との会談で

は，各レベルにおける相互訪問，国防や外交等あらゆる分野での協力，両国の特

別な団結を新世代に普及すること等を協議し，外交関係樹立４５周年，友好協力条

約締結３０周年記念行事の共同開催で合意した。１０月にはマイン・ベトナム共産党

書記長がラオスに来訪した。チュームマリー書記長との会談では，両国の協力関

係促進，ベトナムがラオスからの通過貨物に対する便宜供与を継続すること等を

確認した。また，１２月にはズン・ベトナム首相が来訪し，輸入税の継続的な引き

下げで合意し，エネルギー・鉱業分野の協力に関する協定に調印した。

影響力を増す中国

６月，ベトナム訪問に続き，チュームマリー書記長は中国を訪問した。胡錦

濤・中国共産党総書記との会談では，両党，国家の友好と理解を深め，全分野に

おける協力関係を引き続き促進させることで一致した。また，チュームマリー書

記長は，国際社会における中国の役割に対して信頼を表明し，党・政府新指導部

は，旧指導部が構築した中国との協力関係を引き続き強化すると明言した。１１月

には胡錦濤・中国共産党総書記がラオスに来訪した。首脳会談では，チュームマ

リー書記長が中国の改革・開放政策の成果を高く評価し，国家を近代社会主義国

家へと転換させたことを賞賛した。胡錦濤・総書記も同様に，ラオスの改革路線

における経済・社会開発の成果を讃えた。また両国は，中国がラオスに対して１

億元を上限とした経済・技術分野支援を行うこと，１億１０００万元相当の対ラオス

債務帳消し等で合意し，文書に調印した。

経済関係も深まっている。中国大使館によると，２００６年最初の６カ月で両国間

の貿易総額は前年同期比８６．６７％増の１億訐（対ラオス輸出が８３００万訐，対中輸入

が１８００万訐）となった。また上述のように，多数の中国企業が鉱物・エネルギー

分野への投資を行っている。政治交流だけでなく，経済関係も年々深まっており，

ラオスにとって中国はベトナムと同様に重要な存在となっている。

貧困問題解決への強い意思を示した新指導部

２６４



２００７年の課題

第８回党大会政治報告にも明記されたように，党・政府新指導部の課題は，「経

済開発」と「貧困問題解決」である。その成功如何によっては，党支配の正当性が

低下することになる。したがって，チュームマリー書記長とブアソーン首相の指

導の下で，新指導部が貧困問題にどう取り組むかは重要である。当面は天然資源

開発を優先的に行うと考えられるが，長期的には国内製造業の育成が鍵となろう。

また，ハードとソフト両面における制度整備も必要不可欠である。法整備やイン

フラ整備等で改善はみられるが，場当たり的な性格が強く，国内外の信頼を得る

には至っていない。長期的な視野と戦略に基づいた政策の実施が望まれる。外交

では，ベトナム関係とのバランスをとりながら，中国関係をいかに深化させ維持

するかが課題である。ベトナムとの「特別な関係」は恒久的性格を持つ。しかし，

中国のラオスに対する政治・経済的影響力は年々増しており，今では最も重要な

「パートナー」になりつつある。対中政策は，当然国家開発にも影響を及ぼす。ベ

トナムとの歴史的，政治思想的紐帯を維持しつつ，中国からも政治・経済的利益

をいかに引き出すか，新指導部の対中政策は非常に重要な意味を持っている。

（ラオス行政・公務員管理庁 JICA専門家）

２００６年のラオス
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１月４日蜷ラオス・ベトナム第２８回経済・文

化・科学・技術協力会議開催。

蜷韓国企業Withus Lao Company，ヴィ

エンチャン県での港，橋梁建設と道路改修プ

ロジェクトに約１億５０００万訐の投資を行うこ

とでラオス政府と合意。ラオスの道路建設で

初めてBuild-Operate-Transfer 方式を採用。

５日蜷ソムサワート副首相兼外務大臣，ベ

トナムを訪問（～９日）。

１２日蜷５万キー
プ 紙幣の流通開始。

１３日蜷サイソンブーン特別区を廃止する首

相令第１０号公布。

２３日蜷第１４回ラオス・タイ協力委員会年次

会議開催。タイ政府はラオスにおける鉄道プ

ロジェクト，第３メコン架橋建設，パクセー

空港改修など６つのプロジェクトを支援する

ことで合意。

２月１３日蜷第７期党中央執行委員会第１２回総

会（～２０日）。第８回党大会に提出する政治報

告草案，党綱領改正案，第６次経済・社会開

発５カ年（２００６～２０１０年）計画について審議。

１４日蜷ラオス政府，ケシ栽培の撲滅を正式

に宣言。

３月１８日蜷ラオス人民革命党第８回全国代表

者大会開催（～２１日）。政治報告，党規約改正

案を承認し，第８期党中央執行委員会委員を

選出。書記長にチュームマリー・サイニャ

ソーンが就任。

４月３０日蜷第６期国会議員選挙開催。

５月２日蜷ソムサワート政治局員兼外務大臣，

ベトナムを訪問（～９日）。

９日蜷国家選挙委員会，第６期国会選挙の

結果公表。候補者１７５人中１１５人（女性２９人）を

選出。

１５日蜷ラオス国家建設戦線第８回代表者大

会開催（～１７日）。

１７日蜷ヴェーントーン第８期党中央委員，

死去。享年６０歳。

２１日蜷タイ輸出入銀行（EXIM Bank）がナ

ムグム２水力発電所建設に対し６０００万訐の融

資を行うことでラオス政府と合意し，文書に

調印。

２９日蜷第５回ラオス女性同盟全国代表者大

会開催（～３１日）。

６月１日蜷第８期党中央執行委員会第２回総

会（～５日）。２００６／０７年度経済・社会開発計

画と予算計画を審議。

６日蜷ルアンロート・タイ国軍最高司令官，

来訪。

８日蜷第６期第１回国会開催（～１７日）。国

家主席や新内閣を選出し，第６次経済・社会

開発５カ年（２００６～２０１０年）計画を承認。

１９日蜷チュームマリー党書記長・国家主席，

ベトナムを訪問（～２２日）。

２３日蜷ラオス人民革命青年同盟第５回全国

代表者大会，開催（～２５日）。

蜷リアン計画・投資委員会副委員長，サイ

ニャーブリー県党執行委員会書記・県知事に

就任。ソムバット旧知事はヴィエンチャン市

党執行委員会書記に就任。

２６日蜷チュームマリー党書記長・国家主席，

中国を訪問（～７月２日）。

２７日蜷シェンクアン県，カムシン県党執行

委員会副書記が新書記に就任。

７月３日蜷ソーンサイ党中央委員，チャンパ

ーサック県知事に就任。スカン党中央委員・

旧知事は県党執行委員会書記に留任。

６日蜷アジア・パシフィック・ブリューワ

リー（APB），タイガービール製造工場建設

起工式開催。出資比率はAPB６８％，ラオス

政府２５％，SPKコンサルタント７％。

１７日蜷トーンルン副首相兼外務大臣，ベト

重要日誌 ラオス ２００６年
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ナム（～１９日）とカンボジア（～２１日）を訪問。

３１日蜷ラオス銀行と中国中央銀行，今後の

協力やビジネス銀行設立に関して協議。

８月２０日蜷ヘン・サムリン・カンボジア国会

議長，来訪（～２４日）。

２２日蜷第３回全国観光業務会議開催。２００４

年の観光者数８９万４８０６人，収入１億１８００万

訐，２００５年観光者数１１０万人，収入１億４６７０

万訐と発表。

２８日蜷ブアソーン首相，ベトナム（～３１日）

とカンボジア（～９月２日）を訪問。

９月１日蜷スパヌヴォン元大統領夫人ヴィア

ンカム氏，死去。享年８５歳。

蜷ラオス，ベトナム，タイの３カ国，ラオ

スの国道８号線の使用に関する第１０回協力委

員会会議開催。

１０月７日蜷ソムサワート副首相兼政府常任，

ベトナムを訪問（～１０日）。

１０日蜷ノン・ドゥック・マイン・ベトナム

共産党書記長，来訪（～１３日）。

１４日蜷スラユット・タイ首相，来訪。

２９日蜷ブアソーン首相，ASEAN・中国対

話関係構築１５周年記念サミット（３０～３１日）出

席のため，中国を訪問。

３０日蜷第８回全国組織会議開催（～１１月３

日）。

１１月６日蜷第８期党中央執行委員会第３回総

会（～１０日）。貧困問題や農村開発等について

協議。

７日蜷ブアソーン首相，ミャンマー（～９

日）とマレーシア（～１１日）を訪問。

蜷ブンサーン・タイ国軍最高司令官，来訪。

１１日蜷プリディヤトーン・タイ副首相兼財

務相，来訪。ソムサワート副首相とナムトゥ

ン２ダム建設や農業生産支援について協議。

１２日蜷第７回ラオス・中国合同国境委員会，

開催（～１６日）。

１９日蜷胡錦濤・中国共産党総書記兼国家主

席，来訪（～２０日）。

２０日蜷トーンシン国会議長，ベトナム（～

２４日）とカンボジア（～２６日）を訪問。

蜷トーンルン党中央外交委員会委員長，ベト

ナムを訪問（～２２日）。

蜷ラオス銀行と中国開発銀行，金融分野での

協力に関する合意文書に調印。

２２日蜷２００６年全国思想会議開催（～２４日）。

２８日蜷第９回円卓会議開催（～２９日）。

３０日蜷国会常務委員会と政府，合同会議を

開催。政府は国会常務委員会に対し，GDP

成長率７．５％，１人当たりGDPは５８０万キー
プ

（約５５３訐）となった２００５/０６年度経済・社会開

発計画執行状況を報告。

１２月２日蜷建国３１周年。

４日蜷ブアソーン首相，ベトナムのダラッ

トで開催されたラオス，カンボジア，ベトナ

ム３カ国第４回首脳会議に参加（～５日）。

１１日蜷第６期第２回国会開催（～２７日）。商

業銀行法，子供の権利と利益保護法，付加価

値税法，改正国家予算法，改正労働法，改正

裁判手数料法を採択。

１２日蜷 Thai Airport Ground Service

（TAGS），サワン・セノー特別経済区サイト

Ａの２７０覿を開発することで合意し，ラオス

政府と了解覚書に調印。資本比率はTAGS

７０％，ラオス政府３０％。

１７日蜷ブアソーン首相，タイを訪問（～１８

日）。

１９日蜷グエン・タン・ズン・ベトナム首相，

来訪（～２０日）。

２０日蜷メコン第２友好橋開通式開催。

ラオス
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国家主席（大統領） Choummaly Saynyasone

国家副主席（副大統領）Bounnyang Vorachith

国民議会（国会）議長

Thongsing Thammavong

内閣

首 相 Bouasone Bouphavanh

副首相 Asang Laoly

副首相兼外相 Thongloun Sisoulith

副首相兼国防相 Douangchay Phichit

副首相（政府常任） Somsavat Lengsavad

公安相 Thongban Sengaphone

労働・社会福祉相 Onchanh Thammavong＊

財政相 Chansy Phosikham

情報・文化相 Mounkeo Olaboun

法務相 Chaleun Yiapaoher

計画・投資委員会委員長

Soulivong Daravong

保健相 Ponemek Dalaloy

教育相 Somkot Mangnomek

工業・商業相 Nam Vinyaketh

内閣官房大臣 Cheuang Sombounkhane

エネルギー・鉱業相 Borsaikham Vongdara

参考資料 ラオス ２００６年

１ 国家機構図（２００６年１２月末現在）

２ 政府主要人名簿（２００６年１２月末現在）
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通信・運輸・郵便・建設相

Sommath Pholsena

農林相 Sitaheng Latsaphon

国家主席府相 Soubanh Srithirath

首相府相 Bountiem Phitsamay

（科学・技術・環境機構長）

Kham Ouane Boupha

Onneua Phommachanh

Saisenglee Tengbliavue

Somphong Mongkhonvilay

（国家観光機構長）

Bounpheng Mounphosay＊

（人事・行政管理庁長官）

Bouasy Lovansay

ラオス銀行総裁 Phouphet Khamphounvong

国家メコン委員会委員長

Khamlouat Sitlakone

３ ラオス人民革命党政治局員

Choummaly Saynyasone

（党書記長，国家主席）

Samane Vinyaketh

（政治思想・理論・文化業務担当）

Thongsing Thammavong （国会議長）

Bounnyang Vorachith （国家副主席）

Sisavath Keobounphanh（国家建設戦線議長）

Asang Laoly （副首相）

Bouasone Bouphavanh （首相）

Thongloun Sisoulith （副首相兼外相）

Douangchay Phichit （副首相兼国防相）

Somsavat Lengsavad （副首相，政府常任）

Pany Yathotou＊ （国会副議長）

４ 国民議会（国会）

議 長 Thongsing Thammavong

副議長 Pany Yathotou＊

Saysomphone Phomvihane

常務委員会 Thongsing Thammavong

Pany Yathotou＊

Saysomphone Phomvihane

Keyoun Nhotsayviboun

Khamsing Sayakone

Duangdy Outhachak

Thongphonh Chanthalanonh＊

Khamveo Sikhotchounlamany

Thongteun Sayasene

国会分科委員会委員長：

外 務 Saysomphone Phomvihane

少数民族問題

Thongphonh Chanthalanonh＊

計画経済・財政 Khamsing Sayakone

文化・社会 Duangdy Outhachak

国防・安全保障

Khamveo Sikhotchounlamany

法 務 Keyoun Nhotsayviboun

国会事務局 Thongteun Sayasene

５ 司法機構

最高人民裁判所長官 Khammy Saynyavong

最高人民検察院院長

Somphan Phengkhammy

（注） ＊は女性。

ラオス
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主要統計 ラオス ２００６年

１ 基礎統計

２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５
人 口（年央，１，０００人）
為替レート（１ドル＝キープ）

５，３７７
９，４９０．０

５，５２６
１０，６８０．０

５，６７９
１０，４６７．０

５，８３６
１０，３７６．５

５，６２１
１０，７４３．０

（出所） 人口についてはCommittee for Planning and Investment National Statistical Centre, Statistics
1975―2005 , Statistical Year Book 2005, 為替レートは IFS, ２００６年１２月号。

３ 産業別国内総生産（実質：１９９０年価格） （単位：１００万キープ）

２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５＊）

農 業
作 物
畜 産 ・ 水 産 業
林 業
工 業
鉱 業 ・ 採 石
製 造 業
建 設
電 気 ・ 水 道
サ ー ビ ス
運 輸 ・ 通 信 ・ 郵 便
卸 ・ 小 売 業
金 融
不 動 産
公 務 員 賃 金
非 営 利 機 関
ホ テ ル ・ レ ス ト ラ ン
そ の 他
輸 入 税

６０５，６１８．５
３６０，７４３．８
２０７，１０７．２
３７，７６７．５
２８０，０３１．７
５，５５５．２
２１１，６４１．３
２８，６２９．４
３４，２０５．８
２９７，４６２．２
７０，６０６．２
１１４，４３６．４
９，７０８．３
３４，０９３．８
３３，９５１．４
７，５２５．０
２５，００７．２
２，１３４．０
８，９７３．１

６２９，７１６．９
３７３，３５６．４
２１６，６６４．２
３９，６９６．３
３０８，３４１．３
６，１１７．２
２３９，１００．４
２６，７５６．４
３６，３６７．３
３１４，４６３．６
７６，５３６．８
１２３，０１０．２
５，２１５．６
３４，９４６．１
３９，０４４．１
７，８３８．６
２５，６８１．７
２，１９０．５
１０，１０１．３

６４３，６０１．７
３７３，２１７．５
２２７，２８２．４
４３，１０１．８
３４３，６８０．５
２２，４８０．２
２５４，１７２．８
３０，２１４．１
３６，８１３．４
３３７，２０５．２
８３，６９１．４
１３６，２０６．４
５，９４６．５
３５，８１９．８
４０，３７７．９
８，３８５．０
２４，３９７．６
２，３８０．７
１１，０００．７

６６５，８９４．１
３８８，２２４．５
２３４，０２４．５
４３，６４５．２
３８６，８０４．６
２１，３４３．７
２８９，０４８．０
３７，６６０．３
３８，７５２．５
３６２，５３５．２
９１，６３２．４
１４８，６９１．３
４，５１７．５
３６，７１５．３
４０，７９１．０
９，００１．６
２８，４２３．２
２，７６２．９
１２，５９４．４

６８２，３７８．０
３９８，０２３．１
２３８，３０２．９
４６，０５２．０
４４８，６３５．２
４７，２４９．０
３１５，１７６．０
４４，９５８．９
４１，２５１．３
３６８，９１８．５
９６，０１１．８
１５９，６２６．３
５，５１８．２
３７，６３３．１
４１，２０８．５
９，２６６．３
３４，６７６．４
２，９７７．９
１３，９９４．１

国 内 総 生 産１，１９２，０８５．５１，２６２，６２３．２１，３３５，４８８．１１，４２７，８２８．４１，５３１，９２５．８

（注） ＊推計値。
（出所） Committee for Planning and Investment National Statistical Centre, Statistics 1975−2005,

Statistical Year Book 2005.

２ GDP成長率と物価 （％）

２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５
実 質 Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率
農 業
工 業
サ ー ビ ス
消 費 者 物 価 上 昇 率

５．８
３．８
１０．１
５．７
７．８

５．９
４．０
１０．１
５．７
１０．７

５．８
２．２
１１．５
７．２
１５．５

６．９
３．５
１２．５
７．５
１０．５

７．２
３．０
１３．０
８．０
７．２

（出所） ADB, Asian Development Outlook 2006 .

２７０



４ 主要農作物生産高 （単位：１，０００トン）

２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５
コ メ
ト ウ モ ロ コ シ
イ モ 類
野 菜 ・ 豆 類
大 豆
落 花 生
煙 草

綿
さ と う き び
コ ー ヒ ー

茶

２，３３４．５
１１３．２
１００．８
６３０．６
３．０
１６．８
３０．１
３．４

２０８．８
２５．８

―

２，４１６．５
１２４．１
１１０．７
６３３．１
３．０
１６．４
２７．５
２．９

２２２．０
３２．２
０．２

２，３７５．１
１４３．２
１５０．４
６６２．７
７．８
１６．０
２５．７
１．８

３０８．４
２２．２
０．０７

２，５２９．０
２０３．５
１７５．２
６７０．５
４．７
１２．４
３３．０
２．２

２２３．３
２３．１
０．３

２，５６８．０
３７２．６
１８１．２
７４４．５
１１．１
３０．０
２８．１
２．０

１９６．１
２５．０
０．３

（出所） 表３に同じ。

５ 主要輸出品 （単位：１，０００ドル）

２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５
加工食品・飲料水・煙草
石 油 ・ 鉱 物 性 生 産 品
化学製品・工業関連製品
プラスティック・ゴム製品
木 材 ・ 木 製 品
パ ル プ ・ 再 生 紙 等
繊 維 ・ 繊 維 製 品
石材・セラミック・ガラス製品
貴 金 属 ・ 宝 石
電 気 機 器 ・ 機 械
雑 工 業 品

７８６
１１３，２１８

１４２
３６

７９，２１９
５０５

１，８１０
６５
５１８
５９５
７７３

３７０
１０９，８６６

１２４
３０９

７３，８１２
５５８
８０６
６７
１８
３００

１，１５９

４２０
１０３，０００

６７
２９３
２４５
３９６

２，３０２
８６，６７３
５８，７００
９９
９１

２９１
１１１，３２７

８２
２０１

４３，４４１
４７
４７

１０６，０００
５０，０００
１，６１８
６２

１，３６５
２１，０７０
５，３６１
４７，３１１
６１，２２１
３０５
１，０３４
３２

４０，２７７
１，９５１
３５３

（出所） 表３に同じ。

６ 主要輸入品 （単位：１，０００ドル）

２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５
加工食品・飲料水・煙草
石 油 ・ 鉱 物 性 生 産 品
化学製品・工業関連製品
プラスティック・ゴム製品
木 材 ・ 木 製 品
パ ル プ ・ 再 生 紙 等
繊 維 ・ 繊 維 製 品
石材・セラミック・ガラス製品
貴 金 属 ・ 宝 石
電 気 機 器 ・ 機 械
雑 工 業 品

１９，２１９
７６，８５２
１８，３３７
１２，３９６
５８８

５，５０６
１３，１６５
８，４８４
２，９８７
６４，６１３
２，２５６

１９，５８１
９４，０９７
１６，４２２
１０，１５８
２４１

５，９６７
１１，３３１
５，５７２
４６

９８，９０７
１，００７

２９，３９７
１０３，６０８
２１，０９５
１０，４３５
１８９

４，６５１
７６，７００
６，２２３
５，１００
８２，６０１
１，１７２

５３，７７４
１７２，０１３
３１，１４９
２０，２５７
１，３５８
６，９２７
８７，２００
１１，０４６
９，６００

１２６，０２８
１６，６４８

２６，００４
１８０，８２２
３２５，９４４
２６，４９８
８４９
７，９４８
１９，３３５
１０，６５１
２，４６６

２２６，８４６
５，８００

（出所） 表３に同じ。

ラオス

２７１



７ 政府財政 （単位：１０億キープ）

２００１／０２ ２００２／０３ ２００３／０４ ２００４／０５＊

歳 入 ・ 贈 与
経 常 収 入
税 収 入
税 外 収 入
贈 与
歳 出
経 常 支 出
資 本 支 出 ・ 貸 付

２，６８３
２，３２４
１，８７５
４４９
３５９

３，２６８
１，４８３
１，７８５

２，７９４
２，３４１
１，９２４
４１７
４５３

４，０１７
１，６４７
２，３７０

３，１０３
２，８２１
２，３２８
４９３
２８３
３，９６７
２，１１４
１，８５３

３，６９１
３，２８４
２，７００
５８４
４０７
４，９５８
２，７２７
２，２３２

総 合 収 支 ―５８５ ―１，２２２ ―８６４ ―１，２６７
資 金 調 達
国 内
海 外（純）
誤 差 ／ 相 違

５８５
―２３０
４０９

―

１，２２２
９７

１，１０８
１８

８６４
―５９
９２３
０

１，２６７
１６

１，２５４
―３

（注） ＊推計値。
（出所） IMF Country Report No.06/398, November 2006.

８ 国際収支 （単位：１００万ドル）

２００１ ２００２ ２００３ ２００４＊

貿 易 収 支
輸 出（fob）
輸 入（cif）

サ ー ビ ス（純）
要 素 所 得（純）
移 転 収 支（純）

―１９０．８
３１９．５
５１０．３
１３４．４
―３３．４
３３．７

―１４６．３
３００．６
４４６．０
１４３．８
―２４２．３
４８．１

―１２２．６
３３５．５
４６２．１
９０．４
―４７．０
３９．８

―１４４．７
３６１．１
５０５．９
１０８．３
―５１．７
７８．６

経 常 収 支 ―５６．０ ３．３ ―４３．４ ―６．６
外 国 直 接 投 資
資 産 運 用 投 資
そ の 他 投 資
誤 差 脱 漏

２３．９
―

１０６．６
―８２．０

４．５
―

６４．４
―９．７

１９．５
―

９９．１
―５５．７

１６．９
―

１２９．８
―１１８．３

資 本 収 支 １３０．５ ６８．９ １１８．６ １４６．７
総 合 収 支 ―７．５ ６２．５ １９．６ ２１．８

（注） ＊推計値。
（出所） Bank of the Lao PDR, Annual Report 2003, 2004.

２００６年 主要統計
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